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「京浜工 業地帯調査 」 にお ける養成工 の 基礎分析

中川宗人 （東京大学大学院）

1．目的

　本報告は、  復元プ ロ ジェ ク トによっ て計量分

析が可能になっ た 「京浜 工業地帯調査 （従業員個

人調査）」の マ イク ロ データにおける養成工 の基礎

分析 と、  分析によっ て得られた知見から従来主

に制度的 ・歴史分析に依拠して きた養成工 をめ ぐ

る問題にい かなる展開可能性を新たに見い だせ る

かを考察すること、 以上の 2点を目的としてい る。

2．問題関心

　企業内養成制度または 「養成工 制度」、 そ して そ

れによっ て 訓練された「養成工 」労働者の存在は、

教育社会学、職i轍 育研究、労働研究など複数の

学問領域にとっ て重要な含意をもつ もの とされて

きた。より
一
般化すれば、近代 日本における教育

と労働の 関係を考える うえで重要な対象で あ っ た

の で ある。まず複数の学問側 或で の蓄積を交叉 さ

せ る形で 、そ の 重要性を確認 して お く。

　養成工制度の 重要性の
一

つ は 、それが今日の 日

本の 「大企業内の訓練制度に通ずるもの であ り．．．

熟練や職業に関する 日本的メカ ニ ズ ム形成を表現」

するもの であるとい う点である （寺田 2009：21）。

養成工 制度は高等小学校卒程度の 未経験者を雇い

入れ、企業特殊的な生産シ ス テ ム に対応した技能

訓練を行 う。こ の 普通学校教育＋企業内養成 とい

う教育内容の組み合わせにお い て、養成工制度は

日本の 職業教育の あり方の プ ロ トタイプ とされて

きた。

　もう
一

つ は 、 1920年代以降の 日本経済の大規模

重工業化の過程で展開してきた労務管理におい て、

養成工制度が重要な機能を担っ て い た とい う点で

ある。 未経験の 若年者に対 して企業が行 う訓練は、

彼／女らを労働運動か ら隔離し企業の 「従業員」

として社会化する装置で もある。養成工制度が重

視されたの は、それが労働者の 技能を向上 させ る

だけでなく、
パ ー

ソナ リテ ィ の 面にお い て 「子飼」

たらしめる陶冶作用をもっ と期待されてい たから

で あっ た （隅谷編 1971）。

　以上の 2 点はある意味で同 じコ イン の 両面であ

り、内部労働市場とい う観 点か らすればそ の 含意

は企業組織 とい う単位に限定されて い る。しか し

より重要なの は、こ の ような内実をもつ 養成工 を

軸に形成され る企業組織 と社会との関係で あろう。

　熊沢誠 （1981）は、工業先進国の 近代化過程に

お い て労働者が独 自の価値を形成 し、それに基づ

い た集団を組織する契機を 「離陸」 と呼んだ。こ

の 労働者の 離陸が どの よ うに行われ るかによ っ て
、

そ の 社会の 労使関係や労働をめぐる秩序は大きく

左右される。そして 日本の労働者の離陸は、イギ

リス の よ うに労働者の 独自の 価値に基づ く労働社

会 の 構築で はなく、企業の労務管理 の受容 とい う

形でなされた とい う。 養成工 は子飼として教化さ

れ た とい う点で、こ の 日本型離陸 （あるい は 「労

働社会」）の 中核を形成 して い た と言え る （木下

2010）。

　また佐口和郎は 、 1920年代に 「高小卒一養 成工

一長期定着」 （佐 口 1990：226＞とい う層が少数で

も制度的に形成された事実が、1960 年代 の 進学率

の 上昇とい っ た環境変動に対する 日本企業の 適応

の 方向性 を規定 したと示唆してい る。 養成工 が基

幹労働力と して理想化された とい うこ とは、普通

教育＋企業内養成とい う特徴の 系 として 、 企業組

織 へ の 雇入れ 口やキ ャ リア の モ デル が普通教育学

卒者に限定されるとい うこ とを意味する。
つ ま り

養成工 は、「就社」社会 （菅山 2011）の成立 とも

密接に関わっ て い るの である。

　以上 の よ うに、養成工 は教育と労働の 関係を考

えるうえで管制高地た り得る対象で ある。 本報告

では この よ うな問題関心の もとで分析を行 う。

3．「京浜 工 業地帯調査」 の概要

　以上の 問題関心 を踏まえて、本報告で は東京大

学仕会科学研究所が 1951年に行 っ た 「京浜工 業地

帯調査 （従業員個人調査）」の復元マ イク ロ デー
タ

を用 い て養成工 にアプロ
ー

チする。京浜調査の概

要は以下 の 通 りである。

　京浜調査は神奈川県か らの委託を受けた東京大

学仕会科学研究所によっ て 1951年9月 に実施され

た。調査対象は神奈川県横浜市鶴見区、神奈川区、

西区 、 川崎市の 86 工場の 全従業員 22β18 名で あ
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る。調査当時の 回収数は 14
，
594名（回収率 65．3°

／。）

であり （労働調査論研究会編 1970：130）、こ の う

ち復元プ ロ ジ ェ ク トによっ て 14278ケー
ス が復元

された
1
。 主要な調査項 目は年齢 ・学歴 ・職種 ・勤

続年数 ・仕事経験年数 ・仕事訓練場所 ・入職経路 ・

生家の 職業 ・家族構成 ・職歴 ・転居歴である。

　京浜調査は調査担当者で もある氏原正治郎の記

念碑的論文（氏原 1966）の元にな っ たとい う点で、

研究史上著名な調査である。そ の 氏原の 分析では

あまり触れ られてい ない が、京浜調査で は 「い ま

の仕事を どの よ うにして習い ま したか」 とい う質

問で技能形成の方法を調査 して い る。この項 目で

は 「学校」 「養成所」 「養成工 」 「徒弟奉公 」 「職場」

「その 他」 が選択肢と して設定 されて お り、労働

者が どこで技能形成を行っ たがある程度わかるよ

うにな っ て い る。

　 こ の 変数は 「い まの 仕事」 が現在勤めて い る工

場内で の職務を指すのか、職種を指すの かが明確

で ない 点や 、 キ ャ リア の どの 時点 ・場所で訓練を

受けたの か の特定が困難で あるとい う点で 問題も

あ る。しかし養成工 と答えた者が、少なくとも自

らが養成工 と して 訓練を受けた と認識して い る こ

とは言えるだろう。

　調査地域も京浜工業地帯に限られてはい るが、

戦前か ら 1951年とい う戦後初期にかけて入職 し

た労働者にっ い て 、訓練場所と年齢、学歴、勤続

年数や生家の職業 （出身階層） とい っ た変数 との

関係を同時に検討で きるデ
ー

タとして貴重 で ある。

　 したがっ て本報告では、京浜調査におい て訓練

場所を養成工 と答えた者を養成工労働者と見なし

て分析を行 っ てい く。

4．分析課題

　まず京浜調査における養成工 の 数に つ い て確認

する。 表 1は京浜調査デー
タにおける養成工数で

ある
2
。 先行研究との 関連を踏まえて、サン プル は

男性の労務者に限定して い る。養成工は 860名で

全体の 10％ に満たない が、
一
経 営体の 事例研究が

多い既存の研究に対 して、新たな知見を提供する

余地はあると思 われ る。

　　 表 1　 京浜 地 帯 にお ける養 成 工 数

　　　　　　　　　　N 　　　　 ％

の 労務者の 入社年別の 職歴段数の推移で ある。

　図か らは戦前か ら
一

貫して他の訓練形態を経た

労務者よりも養成工労働者の ほうが定着傾向があ

る こ とがわか る。また 19梱 4 年に入社 した層に

は、
一連 の 戦時労働力統制の 影響がは っ きりと見

られ る。 京浜調査データ に お い て も、通説の 通 り

まずは養成工を起点 として労働者の企業へ の定

着 ・内部化が進行したことがわかるの である。

　報告時には さらなる分析結果を示すと共に、そ

こか ら得られた知見を踏まえて 、養成工 をめぐる

問題系の 深化に貢献する考察を試み る。

図 1　 入社年 別職歴段数 の 推移 （％）
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　　　剔転職無し　變段数2　壁 段数3以 上

【付記】

本研究は、平成 23−25年度科学研究費補助金 ・基

盤 研究   ）（課題番号 ：23330166） 「戦後 日本社会

の形成過程に関する計量歴史社会学的研究」（研究

代表者 ：橋本健二 ）の 研究成果の
一
部 である。
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　次に、従来の研究におい て指摘されてきた養成

工の 定着度合い につ い て 、 入社年別 の 職歴段数の

推移か ら確認してお く。図 1 は養成工 とそれ以外

1 復元プ ロ ジ ェ ク トにつ い て は、報告時に詳細を

示す。

2 現時点で の 集計であり確定値ではない。
3 完全な参考文献は報告時に示す。
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